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１ 危機管理のプロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２  危機の分類 
 
   学校に関する危機については、さまざまな観点からの危機が考えられるが、被害の対象と原因

による危機の分類を一例として以下に示す。 

分     類 内  容 （例） 

 

学習活動等 

 

学習・研究活動 
運動時、実習・実験（毒物・劇物の盗難及び事故）、校外活

動中の事故 

特別活動 研修旅行、現場学習等での事故 

部活動 熱中症による入院、運動時の事故 

その他の活動 学校施設利用中の事故 

登下校 
交通事故 死傷事故等 

不審者 不審者による声かけ、わいせつ行為等 

健康 
感染症 インフルエンザ、ノロウイルス感染等の集団感染 

食中毒 給食等による集団食中毒、給食への異物混入等 

問題行動等 
非行 

万引き、暴力、器物破損、性犯罪、喫煙、飲酒、薬物 

乱用、深夜徘徊等 

いじめ いじめに起因する傷害・自殺、ネット上の誹謗中傷 

災害 火災・自然災害 火事、地震、台風・風水害、大雪等 

施設設備 施設・設備 施設の保守管理、修繕の不備、誤使用等に起因する人身事故 

教職員 
不祥事 教職員の不祥事（飲酒運転、暴力行為、ハラスメント等） 

事故 出張中の事故、交通事故 

財務 
資金管理 公金の遺失、横領 

会計処理 不適正な公金支出、研究費等の不正使用 

情報 
個人情報 個人情報の漏洩 

情報システム システムダウンによる影響、ウイルスによる影響 

業務執行 

保護者 保護者に対する不適切な対応による信用失墜 

威力業務妨害 不当要求、クレーム 

広報・報道 報道機関に対する不適切な対応による信用失墜 

 

事前の 

危機管理 

緊急事態発生

時の危機管理 

事後の 

危機管理 

リスク・マネージメント 

（危機がなるべく起こらな

いように対処する活動） 

 

 
 

◇危機の予知・予測 

◇未然防止 

◇日常の安全確保 

クライシス・マネージメント 

（危機的な状況が発生した後の活動） 

 

 
◇緊急時の安全確保 

◇被害を最小限に抑止 

◇再発防止 

◇通常生活再開 

◇心のケア 
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以下の「３ 学校内の環境整備」から「７ メンタルケア体制」については、「安全で安心できる長

岡高専を目指して（平成 24年３月 31日）」を、今回のガイドライン作成にあたり必要に応じて加除・

修正したものである。 

 

３ 学校内の環境整備 

（１） 事故・事件や不審者の侵入を防止するための対策 

① 出入口の改善による校内のセキュリティ確保 

■関係者以外の入校制限に関する標識（「本学の関係者以外の入校は、ご遠慮願います」等の 

看板）を正門近くに設置する。 

■外来者は、総務課の受付を通るように誘導する。 

② 来訪者のための案内図の充実 

■来訪者が目的の場所に行けるよう適正な誘導をする。 

■校内で見知らぬ人を見かけた場合には積極的に挨拶と声掛けを行なう。 

③ 夜間照明（外灯）の増設と暗い箇所の改善 

④ 各部屋・研究室の鍵の管理 

■鍵の管理については、従来通り各部屋の管理責任者により適切に管理することとする。ホーム 

ルーム以外の講義室が空き時間の時には鍵かけを行う。 

 

（２）事故・事件や不審者を早期に発見するための対策 

① ネームプレートの着用 

■教職員のネームプレートの着用を徹底する。 

② 視認性の確保 

■教員室・実験室の通路側ブラインドの開放を徹底する（密閉性の排除）。 

■植栽などの定期的な点検を実施する。 

③ 防犯カメラの設置と記録の保存 

■校内の死角となる箇所にＷｅｂカメラを設置し、モニタリングする。 

■記録の保存については、各カメラにつき、期間は１週間以上とする。 

 

（３）事故・事件・災害に対する安全・安心の確保 

① 避難経路の定期的な点検 

■廊下、踊場は避難路として確保し、物を置かないことを徹底する。 

② 複数の避難経路の定期的な確認 

■夏期、冬期（積雪時）それぞれの状況に応じた避難路を確保する。 

   ③ 災害時対応自動販売機の設置 

■災害時における機内在庫製品の無料提供による飲料水の確保 

■災害時の校内学生へのメッセージ配信 

④ 防災器具、食料等の確保 

■非常用電源、簡易トイレ、救助工具類、ラジオ、懐中電灯、食料、毛布等の整備・備蓄 
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（４）連絡・通信機器の整備等 

① 校内の通報システムの点検 

■緊急放送のみでなく、校内放送についても定期的に点検する。 

② 緊急連絡網の登録指導 

■学校からの連絡がスムーズにできるように、保護者の電話番号を学生調書に記入するよう指導

する。 

③ 緊急事態発生時における警察・消防への迅速な通信体制の確立 

■緊急連絡網を整備する。 

 

（５）警察到着までの侵入者の暴力に対処する方策 

■「さすまた」を必要な箇所に設置する。 

 

（６）安全で安心できる校舎への改修計画 

■１号館中央棟の吹き抜け、３号館吹き抜け、６号館の非常階段、高層階（4階、5階）の窓等

に転落防止策を施す。 

■冬期間（積雪時）の第１体育館・第２体育館に複数の非常口を確保する。 

 

 

４ 学生寮の環境整備 

（１） 事故・事件や不審者の侵入を防止する施設整備の充実 

① 出入口の改善によるセキュリティ確保 

■男子寮、女子寮正面玄関は寮生及び学生寮関係者専用とする。 

■寮生以外の学生および外来者は 1号館入り口から入るよう案内板を設置する。 

■関係者以外の入寮制限に関する標識を寮正面及び男子寮、女子寮正面玄関に設置する。 

■寮事務室に入寮簿を置き、寮生以外の学生及び外来者は入寮簿に記載の後寮に立ち入りを許 

可する。 

 

（２） 事故・事件や不審者を早期に発見できる施設設備などの整備 

■男子寮、女子寮、寮 1号館入り口に防犯カメラを設置し、寮事務室及び補導直室にてモニ 

タリングする。 

■寮の非常口及び寮周辺にＷｅｂカメラを設置し、寮事務室、補導直室にてモニタリングする。 

■記録の保存については、各カメラにつき、期間は１週間以上とする。 

 

（３） 事故・事件・災害に対する安全な避難経路の整備 

■廊下、踊場は、避難路として物を置かないようにする。  

■夏期、冬期（積雪時）それぞれの状況に応じた避難路を確保する。 

 

（４） 連絡・通信機器の整備等    

  ■寮内放送について、定期的に点検する。 
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  ■寮事務室からの連絡がスムーズにできるように、保護者と学生の携帯電話番号を学生調書 

に記入するよう指導する。また学生メールを毎日確認するよう指導する。 

   ■補導直室に寮内放送設備を設置する。 

 

（５）警察到着までの侵入者の暴力に対処する方策 

■「さすまた」を寮事務室、宿直室、補導直室に設置する。 

 

（６）安全で安心できる学生寮への改修計画 

■学生寮居室等のロッカーについて、転倒防止の措置をとる。 

■3号館、4号館、4号館増築の屋上は、開放しない。 

 

 

５ 教育活動 

（１） 教育内容の充実 

① 安全管理面 

■「実験実習安全必携」を参照して実験・実習などで指導を行うことを徹底する。 

■体育用具、実験機器などは使用前の安全確認を徹底する。 

② 人格形成・技術者教育の充実 

■必修・必履修授業（本科の現代社会と保健体育、専攻科の科学哲学）の一部として取り扱わ

れている。担当者間の連絡・連携強化を図り、体系的な教育を行う。 

■学外講師による講演会（命の大切さ、AED、エイズ、薬物乱用、交通安全、メンタルヘルス、

セクハラ・パワハラ、ビジネスマナーなど）、及び学内講師による講演会（情報リテラシー、

情報モラルとセキュリティなど）を年間の取組みとして計画的に実施する。 

■キャリアデザイン教育を充実させるため、企業実習参加率 50%を目標とする取組みを継続す

る。 

 

（２） 教育体制・教員の能力向上 

① ＦＤ 

■授業公開、教職員向け講演会、授業評価アンケートの実施に関し改善を図り、より実効性

のあるものを目指す。 

■教員連絡ネットワークの強化を図り、授業担当者と担任、一般科と専門学科間などで適切

な情報共有を行い、連携の強化を図るための取組みを行う。 

■高専間の人事交流などを活用し、第三者的な視点で教育システムの点検・整備を行う。 

■教員の教育力レベルアップのために、経験豊富な本校教員あるいは外部教員による「教育

方法論」等の講演会などを開催する。 

② 教育システムの点検・改善 

■卒業・進級に関する規定等の点検を行い、学生に不利益が生じないよう引き続き点検・整

備を行う。 
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■入学者の追跡調査を継続し、入試改善にフィードバックし、入試の実施方法や選抜方法の

改善を図る。 

■低学年の学力低下対策としての専門学科の演習科目の導入や TAの活用について、その効果

を検証し、効率化を進める。 

■低学年における混合学級を実施する。 

■図書館のカウンター業務補助学生を増員し、安全強化および低学年の学力低下対策への支

援を図る。 

③ 情報公開／発信・意見聴取能力の強化 

■学科・学年ごとのメーリングリストを作成し、携帯電話への転送サービスを整備すること

で、電子メールを活用した連絡体制を維持する。 

■保護者向けメールマガジンを発行・運用し、緊急時にも本メールマガジンを利用する。 

■保護者向けの授業公開を実施する。 

■1年合同保護者会を実施し、中学校と高専との教育システムの違いを説明する。 

 

 

６ 学生支援活動 

（１） 学習環境（生活・教室環境の整備） 

■学生会・整備委員会を中心に、例年、校内大清掃やクリーン作戦等の清掃・美化活動を行い、学

内外の環境整備に努める。 

■清掃支援活動「美（ミ）シュランガイド」を実施し、清々しい学習環境を整え健全な心の成長を

促す。 

■ショートホームルームを実施し、毎週月曜日の朝、授業時間前の 10分を利用し、担任より学習・ 

生活上の注意や連絡事項の伝達などを行う。 

 

（２） 学生会活動 

■行事への参加学生数の増加対策について、学生会を中心として内容の修正・改善を続け、さらな

る活性化を目指す。 

 

（３） クラブ活動（参加学生数の減少・平日の活動の低迷からの脱却） 

■新たにクラブ見学ツアーなどを企画する。 

■新入生には、必ず 1つ以上のクラブへの入部を指導する。 

■大会での上位入賞の場合のみならず、地域ボランティア活動や演奏会，発表会への参加の報告に

ついても積極的に本校ホームページから発信する。 

■遠征中の万一の場合に備えて留守顧問を置き、遠征に参加しない顧問が留守番役として常に連絡

の取れる体制を敷く。 

 

（４） 防災・安全・防犯（冬季の防災対策、防犯意識の向上、交通マナー教育） 

■防災・避難訓練及び希望者、体育系クラブの部長を対象とした指導者向けの AED講習会を実施。 

■「実験実習安全必携」を学生に配付し、毎回の実習作業の際に常に安全への注意喚起を行う。 
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■積雪時に対応した非常口、避難経路の確認・確保、及び避難訓練を実施する。 

■防犯意識の向上、交通マナーの遵守に関する教育を徹底する。 

■ショートホームルームにおける貴重品管理の注意を促すとともに、防犯カメラを設置すること

で抑止効果とする。 

 

（５） 緊急連絡体制（保護者への一斉連絡手段の確保） 

■課外活動中の事故などの発生に対する対応・緊急連絡網を整備する。学生便覧（課外活動:2.

事故等への対応）に掲載。 

■保護者向けメールマガジンを発行・運用し、緊急時にも本メールマガジンを利用する。 

■保護者向けメールマガジンの登録率を上げる取り組みを行う。 

 

７ メンタルケア体制 

（１）学生相談体制の強化 

■カウンセラーによるカウンセリング（月 1-2回程度）を実施する。 

■近隣大学や関係機関との連携強化を図る。 

 

（２）各種啓発活動 

■講演会や特別活動等を利用しながら、啓発活動を各教員と連携しつつ積極的に推進する。 

 

（３）メンタル面が弱い学生の情報共有と素早い収集 

■担任との連携だけではなく、各講義担当教職員や学生課等の職員からのボトムアップも行う。 

■一般教職員からも気になる学生をピックアップしてもらい、一般教職員→担任→相談員→専門カ

ウンセラーという流れを構築し、これまで以上に素早い対応を行う。 

■心と体の健康を維持するための調査を行う。 

 

（４）教職員間の連携強化 

■他学科及び職員を含めた交流を推奨する。例えば集会室を教員に常時開放し、新聞やポット等 

を設置し休憩室を提供する等。 

 

 

 

８ 運動競技の安全対策 
 

（１）施設・設備・用具 

■定期点検日を設けるなど、安全意識を高める。 

■使用前には必ず、練習場所、使用器具の整備・点検を実施し、学生の安全確認の習慣化を図る。 

■施設・設備・用具は、使用方法に従って正しく使用するとともに、内在する危険性を学生に 

理解させ、事故が起きないように常に注意する。 
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（２）天候・気象 

■活動時の気象条件に留意する。特に高温・多湿下においては、適切な水分の補給や健康観察を

行い、熱中症に十分注意する。 

■暴風や雷等に対して、練習の中止や中断の判断が的確に行えるよう、情報の収集に努め、判断

基準を明確にしておく。 

 

（３）競技の特性による事故 

     ■運動競技安全対策（平成 27年 12月 学生支援委員会作成）に基づき、安全対策に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 
 
   

 
 
 
 

ゴール型 

・サッカー 

・ハンドボール 

・バスケットボール 

・フットサル 

 

○設備・用具の適切な配置 

○プレー中の危険行為禁止の指導 

○練習による身のこなし習得 

【ダッシュ、ストップ、方向転換、 

倒れ方・受け身】 

 ゴールの転倒 

 ボール等用具・物体との衝突・接触 

 ボール争奪の際の身体接触 

 通常の動作・運動中の躓き、捻り 

主な事故発生原因 

 
対策 

ネット型 

・バレーボール 

・テニス 

・バドミントン 

・卓球 
 
 

○設備破損の点検 

○複数人で安全確認しつつ作業 

○意思表示の声出し 

○周囲の安全確認の適確な指導 

 支柱・卓球台設置、ネット張り 

 

 ボール等打ち返しの際の身体接触 

 ラケット等用具の誤使用 

 

ベースボール型 

・野球 

・ソフトボール 

 

○防球ネットの適切な配置 

○用具使用の技能指導 

 防球ネットの不備 

 バット等用具の誤使用 

 

 

 測定・計測型 

・陸上競技 

・水泳 

 

○用具の点検及び適正な使用 

○防護ネットの点検 

○指導者による適切な指導 

 投てき物との衝突 

 防護ネット不備 

 飛び込みによる頭部強打 

武道 

・柔道 

・剣道 

 

○床面の清掃・点検 

○防具の点検、適切な管理 

 

 床面・畳の損傷 

 用具の誤使用 

 

 

用具を使う単独
競技 
・アーチェリー 

・ゴルフ 

○指導者による用具の扱いの指導 

○競技者と適切な距離を保つ 

○防護ネット点検等周囲の安全確保 

○雷雨等の天候急変時の退避 

 用具の誤使用 

 防護ネットの不備 

 

 気象条件の変化 

 

野外活動 

・登山 

・スキー 

 

○計画段階から指導者が関与 

○経験のある指導者の引率 

○用具・装具の整備・点検 

○天候不順による活動停止の基準整備 

 遭難 

 

 用具・装具の不備・不具合 

 気象条件の変化 

表現運動 

・ダンス 

 

○活動場所の整理整頓 

○用具の適切な配置 

 物体との衝突 

 

 

競技型 
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９ 資料編 
 

 

1 長岡工業高等専門学校危機管理規程 
 

平成 26年７月 17日 制  定 

 

 （目的） 

第１条 この規程は，長岡工業高等専門学校（以下「本校」という。）において発生する様々な事象に

伴う危機に迅速かつ的確に対処するため，本校における危機管理体制，対処方法等を定めることに

より，本校の教職員・学生及び近隣住民等（以下「教職員学生等」という。）の安全確保を図るとと

もに，本校の社会的な責任を果たすことを目的とする。 

 （危機管理の対象） 

第２条 前条の目的を達成するため，この規程に定める危機管理の対象とする事象（以下「危機事象」

という。）は，次の各号の一に該当するものであって，組織的・集中的に対処することが必要な事態

とする。 

（1）教職員学生等の安全にかかわる重大な事態 

（2）施設管理上の重大な事態 

（3）本校に対する社会的信頼を損なう事態 

（4）本校の教育研究等の活動の遂行に重大な支障のある事態 

（5）その他前各号に類するような事態 

 （危機管理のための校長の責務） 

第３条 校長は，本校における危機管理を統括する責任者であり，本校の危機管理体制の充実に努め

なければならない。 

 （危機管理室） 

第４条 校長の下に危機管理室を置く。 

２ 危機管理室は，室長及び危機管理員をもって構成し，室長は校長とする。 

３ 危機管理員は，室長を補佐し危機管理体制の充実に努めるとともに，室長の指揮の下に対処が必

要な危機管理に当たる。 

４ 危機管理員は次に掲げる教職員をもって充てる。 

（1）総務主事 

（2）教務主事 

（3）学生主事 

（4）寮務主事 

（5）専攻科長 

（6）情報セキュリティ推進責任者 

（7）学生相談室長 

（8）事務部長 

（9）その他校長が指名する者 

 （危機管理の充実のための措置等） 

第５条 校長は，前条第４項の危機管理員を構成員とする危機管理室会議を定期に開催し，本校にお

ける日常的な危機管理の充実を図るとともに，次に掲げる事項について企画・実施するものとする。 

（1）マニュアル等の作成 

（2）研修，啓蒙活動の実施 

（3）その他危機管理に関し必要な事項 

２ 危機管理室は，法令及び関係する本校規程等に従い，教職員学生等が本校に起因する危機により

災害等を被ることのないよう常に配慮しなければならない。 

３ 危機管理室は，危機管理に当たり，教職員学生等に対する必要な広報，情報提供等に努める。 
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４ 教職員は，その責務の遂行に当たり，危機管理に努めなければならない。 

 （危機事象に関する通報等） 

第６条 教職員は，緊急に対処すべき危機事象が発生又は発生する恐れがあることを発見した場合は，

危機管理員に通報しなければならない。 

２ 危機管理員は，前項の通報を受け，又は自ら危機事象を察知した場合は，直ちに校長に連絡する

とともに，当該危機事象の状況を確認し，校長と対処方針を協議しなければならない。 

 （対策本部の設置） 

第７条 校長は，危機事象の対処のために必要と判断する場合は，速やかに当該事態に係る対策本部

を設置するものとする。 

２ 対策本部の構成は，次のとおりとする。 

（1）本部長は，校長をもって充て，対策本部の業務を総括する。 

（2）副本部長は，副校長をもって充て，本部長を補佐する。 

（3）本部員は，危機管理員，一般教育科長，各専門学科長，各課長等の中から本部長が指名する者

をもって充てる。 

３ 対策本部の事務は総務課が主管し，関係課から事務部長の指名する者が参画する。 

４ 対策本部は，危機事象への対処の終了をもって解散する。 

 （対策本部の権限） 

第８条 対策本部は，本部長の指揮の下に，迅速に危機事象に対処しなければならない。 

２ 教職員は対策本部の指示に従わなければならない。 

３ 対策本部は，事案の対処終了後に，必要事項を運営会議に報告しなければならない。 

 （校長が不在の場合の措置） 

第９条 校長が外国出張等により不在の場合は，副校長がこの規程に基づき，危機管理に当たるもの

とする。 

 

  附 則 

１ この規程は，平成 26年 10月１日から施行する。 

２ リスク管理及び危機対策に関する規程（平成 23年 3月 23日制定）は，廃止する。 
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２ 不審者への対応 
 
 （本校 危機管理マニュアル P47 より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不審者らしき者発見 

不審者かどうか確認 正当な理由あり 目的場所へ案内する 

立入の正当な理由なし 

退去を求める 退去した 

危害を加える恐れはないか確認 

退去しない 

再度退去を求める 

退去しない 隔離・通報する 

総務課長に連絡 

（夜間・休日：警備員に連絡） 

 

なし 

 

あり 

隔離ができない場合 

 

学生・教職員の安全守る 

負傷者がいるか確認 いる 応急手当、救急搬送等をする 

事後できる限りの対応をしたのか検証を行い、必要があれば検証結果を踏まえて 

以後の対応に反映させる。 

対応 2 

対応 4 

対応 5 

対応 6 

再び侵入したか 

侵入した 

再び侵入したか 

侵入した 

対応１ 

対応 3 

総務課長に連絡 

（夜間・休日：警備員に連絡） 

対応 7 
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対応 1  不審者かどうか確認 

  不審者かどうかのポイントは、「受付」時の対応、「声かけ」した際の対応で判断する。 
・受付を無視したり、不審な行動をしていないか。 
・声をかけて用件をたずねたとき、用件が答えられるか。保護者であれば、学生の学年・学科・指名が答えられ
るか。教職員に用事がある場合は、氏名、所属等が答えられるか。 

  ・凶器や不審な物を持っていないか。 
  ・不自然な行動や暴力的な態度はみられないか。 

    なお、声をかける前に不審を感じるような場合は、一人で対応せず、応援を求めるなど複数の教職員で対応
すること。更に、危険を感じるような場合にあっては、警察へ通報を行う。 

 
対応 2  退去を求める 
①言葉や相手の態度に注意しながら、相手を刺激しないよう、丁寧にキャンパス外に退去するよう説得する。その
際、相手に近寄りすぎない。（１㍍～１.５㍍離れる） 

  ②次のような場合は、不審者として総務課に連絡する。 
   ・受付を無視し、無理に立ち入ろうとする。 
   ・退去の説得に応じようとしない。 
   ・暴力的な言動をする。 
  ③一旦退去しても、再び侵入する可能性もあるので、敷地外に退去したことを見届ける。 
  ④再度侵入したり、高専周辺に居続けたりする可能性があるので、しばらくの間、対応した教職員は、その場に残

って様子をみる。 
  ⑤対応した教職員は、総務課長、警備員に報告する。 
 

       危害を加える恐れはないか確認 

  ①所持品に注意する。 
   ・凶器（刃物、棒、銃、灯油やガソリンなどの液体等）を所持していたら、直ちに警察へ通報する。 
   ・不審者が興奮しないよう、丁寧に落ち着いて対応し、警察が到着するのを待つ。 
  ②言動に注意する。 
   ・制止を聞かず興奮状態である。 
   ・言動が不自然であったり、要領を得ないことを言ったりしている。 
 
対応 4  隔離・通報する。（隔離できる場合） 
  ①別室（第３会議室又は応接室）に案内し、隔離するとともに、総務課に連絡し、対応への応援を依頼する。 
    なお、案内する際は、不審者を先に奥に案内し、対応者は身を守るため後ろから入口近くに位置し、扉は開

放しておく。対応は、複数の教職員で行う。 
  ②総務課長は、警察に通報するとともに、校長及び事務部長に連絡する。また、教職員にも周知し、周知の際は、

メールを活用し、不審者対応を行っている旨の連絡を行う。 
 
対応 5  学生及び教職員の安全を守る（隔離できない場合） 
  ①防御（暴力の抑止と被害の抑止）する。 
   ・学生及び教職員から注意をそらせ、不審者を学生及び教職員に近づけないようにすることで、被害を防止し

ながら、警察の到着を待つ。 
  ②応援を求める。 → 「不審者侵入！」と大きな声を出す。 
  ③身近なもので不審者と一定の距離を置きつつ、移動を阻止する。 → 机、椅子等を利用する。 
  ④学生を掌握し、安全を守る。→ 授業中は、講義担当教員が学生を掌握し、安全を守る。 
   ・講義室等への侵入可能性が低いなど、緊急性が低い場合は、すぐ避難できるように、学生を講義室等で待機

させる。 
   ・講義室等への侵入の恐れがある場合には、学生と不審者との間に教職員が入り、両者を引き離す。 
 
対応 6  負傷者がいるか 
  ①負傷者がいるかどうか把握する。 
   ・授業中の学生については、授業担当教員が把握し、総務課に報告する。 
   ・授業中以外の学生、教職員については、教職員が校内の各施設及び学校周辺を巡回し、負傷者の有無を

確認し、総務課に報告する。 
  ②情報を集約する。→ 学生及び教職員の安否に関する情報は、全て総務課に報告する。 
 

対応 7  応急手当等を行う 

  ①負傷者がいる場合は、速やかに応急手当を施し、保健室に連絡するとともに救急車の要請を行う。 
  ②救急搬送する場合は、教職員が付き添う。随時病院から負傷者の状況を総務課に連絡する。 
 

対応 3 
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３  避難場所一覧 

       （本校 危機管理マニュアル P55 より抜粋） 

 

 

第 １ 次 避 難 場 所 （ 屋 外 施 設 ） 番 

号 

第 ２ 次 避 難 場 所 （ 屋 内 施 設 ） 

避 難 先 避 難 先 

－ グランド １ ⑭ 第一体育館 

－ 福利棟（洗心館）前広場 ２ ⑮ 第二体育館 

－ テニスコート ３ ⑯ 剣道場 

－ 学生寮隣接空地 ４ ⑫ 福利棟（洗心館） 

  ５ ○23  学生寮食堂 

  ６ ⑤ ４号館講義室 

  ７ ⑩ 図書館 

  （注） ＊ 番号は、避難場所についての検討順位を示す。避難場所は、教育・研究に配慮し、状況に

応じて設置する。 

＊ ○付番号は、下記の建物配置図上の番号を示す。 
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４  救護施設設置場所・救援物質保管場所一覧 

（本校 危機管理マニュアル P56 より抜粋） 
 
 
 

救 護 施 設 設 置 場 所 

 

救 護 施 設 の 設 置 場 所  
備    考 

番 号 場    所 

１  ２号館１階：保健室  

２  福利棟（洗心館）：２階和室  

３  寮管理棟：１階多目的ホール  

               （注） 番号は、設置場所についての検討順位を示す。救護施設は、教育・研究に配慮し、状

況に応じて設置する。 

 

 

救 援 物 資 保 管 場 所 

 

救 援 物 資 の 保 管 場 所  
備    考 

番 号 場    所 

１  福利棟（洗心館）食堂 施錠可、道路アクセス可 

２  体育活動センター 〃 

３  図書館ホール 〃 

４  寮管理棟 〃 

      （注） 番号は、保管場所についての検討順位を示す。保管場所は、教育・研究に配慮し、状況に 

応じて設置する。 
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 ５ 災害対策備蓄物品一覧 

（本校 危機管理マニュアル P57 より抜粋） 
 
 

品   名 数 量 規   格 備 蓄 場 所 

 拡声器 2  体育活動センター倉庫 

 懐中電灯 5  1 号館守衛室 

 ヘルメット 25  1 号館中央棟 1 階男子更衣室 

 バール 1 1m 総務課 

 工具セット 1  1 号館 1 階総務課 

 折りたたみ担架 1  2 号館 1 階保健室 

 作業着 6  1 号館中央棟 1 階男子更衣室 

 防寒着 10  1 号館中央棟 1 階男子更衣室 

 長靴 11  1 号館中央棟 1 階男子更衣室 

 救急用チェーンソー 1  車庫 

 小型発電機 1 YAMAHA  EF6000E 50A 1 号館 1 階電気室 

 ハロゲン投光器 2 1 灯三脚式 500W 1 号館 1 階電気室 

メタルハライド投光器 1 バルーン型 1 号館 1 階電気室 

ケーブルドラム 1 有効長 29m 1 号館 1 階電気室 
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①

②

（夜間）

（休日）

③

係　長

   ④   課長補佐
  （庶務担当、会計担当、

   学生課）

事務部長

 ④
    事故等発生時の
    引率等教職員

校　長

学科長

 ③
　　学生寮　日直者
　　　 （警備員）

　①
　　　　　警備員
　（１号館１階守衛室）

消防署
又は

警察署

　① 　総務課長

　　　　学生課長

　②　  課長補佐
　（庶務担当、会計担当、

　　学生課）

 ②
　  学生寮　宿直者
　　　　（警備員）

主      事
専攻科長

  総務主事
  教務主事
  学生主事
  寮務主事
  専攻科長

（不在の場合）

緊急連絡先（１号館１階：守衛室）

ＴＥＬ ０２５８－３２－６４３５

（内線４２０）

 

 

 

 

６ 長岡工業高等専門学校 夜間・休日緊急時連絡体制 

   （本校 危機管理マニュアル P4 より抜粋） 
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７ 長岡工業高等専門学校安全衛生委員会規程 
 

平成24年４月１日 制  定 

平成26年６月18日 一部改正 

 

 （目的） 

第１条 この規程は，独立行政法人国立高等専門学校機構教職員安全衛生管理規則（機構規則第３１

号。以下「管理規則」という。）に基づき，長岡工業高等専門学校（以下「本校」という。）に長岡

工業高等専門学校安全衛生委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

 （組織） 

第２条 委員会は，次の教職員をもって組織する。 

 一 事務部長（本校において教職員の安全衛生を統括管理するものとして校長が指名した者） 

 二 衛生管理者 

 三 産業医（本校以外の者） 

 四 衛生管理担当者 

 五 安全又は衛生に関し，知識又は経験を有する者で教職員の中から校長が 指名した者 

２ 校長は，前項第５号の委員については，教職員の過半数で組織する労働組合があるときにおいて

はその労働組合，教職員の過半数で組織する労働組合がない場合においては教職員の過半数を代表

する者の推薦に基づき，各学科及び一般教育科の教員から各１名を指名するものとする。 

３ 前項第４号及び第５号の委員の任期は１年とし，再任を妨げない。ただし，欠員が生じた場合の

後任の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

 （委員長） 

第３条 委員会に委員長を置き，前条第１項第１号の委員をもって充てる。 

２ 委員長は，委員会を主宰する。 

 （審議事項） 

第４条 委員会は，次の各号に掲げる事項を審議する。 

 一 教職員の災害防止，健康障害防止対策に関すること 

 二 災害発生原因及び再発防止に関すること 

 三 安全衛生に関する規定の作成に関すること 

 四 機械，器具及び設備に係る危険・有害性等の調査及びその結果に基づき危険防止措置に関する

こと（機械等を新規に導入し，又は変更する時，作業方法・作業手順を新規に作成し，又は変更

する時，機械等に係る危険性・有害性に変化が生じた時など） 

 五 安全衛生に関する計画の作成，実施，評価及び改善に関すること 

 六 安全衛生教育の実施計画の作成に関すること 

 七 健康診断の実施並びに実施結果及びその結果に基づく医師の処置等に対する対策の樹立に関す

ること 

 八 作業環境に関する調査，測定及び測定結果の評価に基づく対策の樹立に関すること 

 九 精神的健康を含めた健康保持増進のための活動計画に関すること 

 十 長時間労働による健康障害防止を図るための対策の樹立に関すること 

 十一 労働基準監督署等から安全衛生に関して文書により，命令，指示，勧告又は指導を受けた事

項に関すること 

 （意見聴取） 

第５条 委員会は，必要に応じて委員以外の者を委員会に出席させ，意見を聴取することができる。 

 （委員会の開催，成立・議決） 

第６条 委員会は，毎月１回以上定期に開催するものとする。 

２ 委員会の開催は，委員の３分の２以上の出席を必要とする。 

３ 委員会の議決は，全会一致を原則とする。ただし，議論を尽くしても全会一致に至らない場合は，

出席委員の過半数の同意により，決することが出来る。 
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 （秘密の保持） 

第７条 委員は，この委員会で知り得た機密を漏洩してはならない。 

 （事務） 

第８条 委員会の事務は，総務課において処理する。 

 

 

   附 則 

１ この規程は，平成 24年４月１日から施行する。 

２ 長岡工業高等専門学校安全衛生管理規程（平成 16年４月１日制定）は，廃止する。 

附 則 

１ この規程は，平成 26年６月 18日から施行する。 

２ 長岡工業高等専門学校安全衛生委員会構内巡視実施に関する申合せ（平成 25 年３月 13 日安全

衛生委員会決定）は，廃止する。 
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８ 課外活動中の事故等への対応 

 （平成 27 年度学生便覧 Ⅳ.学生生活関係 9.課外活動 より抜粋） 

 

 2）事故等への対応 

  課外活動中は、事故のないように十分に注意してください。万一、事故等が 

発生した場合には、下記のような方法で連絡をとり、負傷者の処置に万全を期 

してください。 

 

 倒れている人を見つけたら 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 時間内（平日 8：30 ～ 17：00） 

   
保健室 

保護者 

学生係 （近くにいる教職員） 

 

事故 顧問 
学生主事（主事補） 校長 

学級担任 

医療機関への連絡（負傷者の処置） 

 ② 時間外（平日 7：00 ～ 8：30 及び 17：00 ～ 21：00、休日）及び学外 

事故 顧問 

 学校警備員室 学生課長（係長） 学生主事（主事補） 

保護者 校長 

  ※ 学校警備員室電話番号 0258－32－6435 

①呼びかけて反応を確認し、反応がなければ周囲に協力を求める。 

②協力者に 119 番通報とＡＥＤを頼む。 

③気道を確保し呼吸を確認する。 

④呼吸がなければ人口呼吸・心臓マッサージ。 

⑤ＡＥＤが到着したらＡＥＤの操作を優先する。 

 校内のＡＥＤ（自動体外式除細動器）設置場所 

  １号館（正面玄関）、第１体育館入口、第２体育館入口、学生寮３号館２階に 

各１台設置 

 

学級担任 
医療機関への連絡（負傷者の処置） 
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９ 課外活動中の事故防止と対応 

 （平成 26 年度版 学生支援の手引き P42～P43 より抜粋） 
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10 学生相談室・ハラスメントの防止 

 （平成 26 年度版 学生支援の手引き P24 より抜粋） 
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11 長岡工業高等専門学校におけるハラスメントの防止等に関する規程 
 

平成 21 年３月 13 日 制 定 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、長岡工業高等専門学校（以下「本校」という。）におけるハラスメントの防止

及び排除のための措置並びにハラスメントに起因する問題が生じた場合に適切に対応するための措

置（以下「ハラスメントの防止等」という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。 

２ ハラスメントの防止等に関しては、独立行政法人国立高等専門学校機構セクシュアル・ハラスメ

ント防止等に関する規則（以下「規則」という。）に定めるもののほか、この規程の定めるところ

による。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

一 セクシュアル・ハラスメント 教職員が他の教職員、学生等及び関係者を不快にさせる性的な

言動並びに学生等及び関係者が教職員を不快にさせる性的な言動 

二 アカデミック・ハラスメント 教員がその職務上の地位又は権限を不当に利用して他の教員又

は学生等に対して行う教育若しくは研究上又は就学上の不適切な言動 

三 パワー・ハラスメント 教職員がその職務上の地位又は権限を不当に利用して他の教職員に対

して行う就労上の不適切な言動 

四 ハラスメント 前各号に掲げる言動及びこれに類する言動 

五 ハラスメントの防止及び排除 ハラスメントが行われることを未然に防ぐとともに、ハラスメ

ントが現に行われている場合にその行為を制止し、及びその状態を解消すること。 

六 ハラスメントに起因する問題 ハラスメントのため教職員の就労上又は学生等の修学上の環境

が害されること及びハラスメントへの対応に起因して教職員が就労上又は学生等が修学上の不利

益を受けること。 

七 教職員 本校に就労する常勤、非常勤及び委託契約の職員 

八 学生等 本校に修学する学生、聴講生、科目等履修生及び研究生等本校に就学する者 

九 関係者 学生等の保護者及び業者等本校と関係のある者 

（校長の責務） 

第３条 校長は、教職員及び学生等がその能率を充分に発揮できるような就労上又は修学上の環境を

確保するため、ハラスメントの防止及び排除に関し、必要な措置を講ずるとともに、ハラスメント

に起因する問題が生じた場合においては、必要な措置を迅速かつ適切に講じなければならない。こ

の場合において、ハラスメントに関する苦情の申出及び相談（以下「苦情相談」という。）当該苦

情相談等に係る調査への協力その他ハラスメントの対応に起因して当該教職員、学生等及び関係者

が不利益を受けることがないよう配慮しなければならない。 

２ 校長は、規則第７条各項に定める研修等について必要な措置及びハラスメントの防止及び排除を

図るため、教職員に対し、必要な研修等を実施しなければならない。 

（監督者の責務） 

第４条 教職員を監督する地位にある者（以下「監督者」という。）は、規則第６条各号に掲げる事

項に注意してセクシュアル・ハラスメントの防止及び排除に努めるとともに、ハラスメントに起因

する問題が生じた場合には迅速、かつ、適切に対処しなければならない。 

２ 監督者は、校長、副校長、校長補佐、学科長、一般教育科長、事務部長、課長及び教育研究技術

支援センター技術長とする。 

（教職員の責務） 

第５条 教職員は、ハラスメントが本校における就労・修学等の環境を悪化させ、他の者の名誉や尊

厳を著しく傷つける行為であることを認識し、ハラスメントをしないよう注意しなければならない。 

（ハラスメントの防止委員会） 
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第６条 本校に、ハラスメントの発生を未然に防止するために、ハラスメント防止委員会を置く。 

２ ハラスメント防止委員会は、次に掲げる委員で組織する。 

 一 副校長及び校長補佐 

 二 学科長及び一般教育科長 

 三 事務部長 

３ ハラスメント防止委員会は、教職員及び学生等にハラスメントの防止等の周知徹底を図るととも

に、次に掲げる業務を行う。 

 一 ハラスメントの防止等に係る指導及び改善に関すること。 

二 ハラスメントの防止等のための啓発活動に関すること。 

三 その他ハラスメントの防止等に関すること。 

４ ハラスメント防止委員会に委員長を置き、総務主事を兼ねる副校長をもって充てる。 

５ ハラスメント防止委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 

６ ハラスメント防止委員会の庶務は、総務課において行う。 

（事実関係の調査） 

第７条 ハラスメントに起因する問題について事実関係を調査する際は、その事案ごとに調査委員会

を設置して行う。 

２ 調査委員会は、その事案ごとに校長が指名する本校教職員をもって組織する。 

３ 調査委員会は、第一項の調査結果及び事実関係の調査を行うに当たり、必要に応じて校長に報告

するものとする。 

４ 調査委員会は、調査結果等について、相談者に報告するものとする。 

５ 調査委員会には、必要に応じてハラスメントについて識見を有する学外者を委員として加えるこ

とができる。 

（ハラスメント相談員等） 

第８条 本校に、ハラスメントに関する苦情相談が教職員、学生等及び関係者からなされた場合に対

応するため、ハラスメント相談員（以下「相談員」という。）を置く。 

２ 相談員は、校長が指名する。この場合において、相談員には男女各１名以上が含まれなければな

らない。 

３ 苦情相談は、直接面談によるもののほか、手紙、電話又は電子メール等によっても相談員に苦情

相談をすることができる。 

４ 相談員は、苦情相談があった場合には、相談者の立場と状況に十分留意し、相談者に必要かつ適

切な助言を与えるとともに、相談内容を確認し、校長に文書で報告しなければならない。 

  なお、苦情相談には、複数の相談員で対応するとともに相談者と同性の相談員を同席させなけれ

ばならない。 

（守秘義務） 

第９条 ハラスメントに起因する問題に携わる者は、当事者のプライバシーや名誉その他の人権を尊

重するとともに、任務遂行上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。また、その任務を退いた後

も、同様とする。 

（事後措置等） 

第10条 校長は、調査委員会の調査結果報告に基づき、ハラスメント行為の事実関係があり、処分又

は修学、就労若しくは研究環境の改善を行うことが必要であると認めた場合は、必要な措置を講ず

るものとする。 

（不利益取扱いの禁止） 

第11条 校長、監督者及び教職員は、ハラスメントに対する苦情相談及び当該苦情相談に係る調査へ

の協力その他ハラスメントに関して正当な対応をした者に対して、そのことをもって不利益な取扱

いをしてはならない。 

（庶務） 

第12条 ハラスメントの防止等に関する庶務は、総務課において処理する。 
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（雑則） 

第13条 この規程に定めるもののほか、ハラスメントの防止等に関して必要な事項は、校長が別に定

める。 

 

附 則（平成21年３月13日） 

１ この規程は、平成21年４月１日から施行する。 

２ 長岡工業高等専門学校におけるセクシュアル・ハラスメントの防止等に関する要項（平成12年

５月18日校長決裁）は、廃止する。 
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12 学生相談 外部機関一覧 

 

相談の種類 機関名 所在地 

① 思春期の精神保健

相談 

新潟県精神保健福祉センター 〒950-0994 新潟市上所２番地２番３号 

新潟ユニゾンプラザハート館１Ｆ 

TEL：025-280-0111 

② 心の健康相談 新潟県精神保健福祉センター 〒950-0994 新潟市上所２番地２番３号 

新潟ユニゾンプラザハート館１Ｆ 

TEL：025-280-0111 

③ 青少年の相談に関

する支援 

新潟県教育庁高等学校教育課 

青少年相談支援班 

〒950-8570 新潟市親光町４番地１行政

庁舎１５階 ＴＥＬ：025-280-5124 

④ 少年非行やいじめ

に関する相談 

新潟県警本部生活安全部少年課新

潟・長岡・上越の各少年サポートセ

ンター 

★新潟少年サポートセンター 

 

 

 

 

 

〒950-0994 新潟市上所２番地２番３号 

新潟ユニゾンプラザハート館２Ｆ 

TEL：025-285-4970 

★長岡少年サポートセンター 

 

〒940-0061 長岡市城内町 2-794-4 

ＪＲ長岡駅２階 ＴＥＬ：0258-36-4970 

★上越少年サポートセンター 

 

〒943-0834 上越市西城町 1-3-25 

第１中央ビル３階 TEL：025-526-4970 

⑤ 子どもの一般相談 新潟少年鑑別所（一般心理相談室） 〒951-8133 新潟県新潟市中央区川岸

町 1-53-2 ＴＥＬ：025-266-2442 

面接と電話 月～金 9：00～16：00 

⑥ 自殺予防に関する

相談 

社会福祉法人 新潟いのちの電話 〒950-0994 新潟市中央区上所２−２−３  

ＴＥＬ：025-288-4343 

（長岡 ＴＥＬ：39-4343） 

 

 

 

 

 

 

 



26 
 

13 スポーツ事故における危機管理体制の整備（リスクマネジメント） 

（公益財団法人日本体育協会 公認スポーツ指導者養成テキスト 共通科目Ⅱ 第２章 スポーツ 

と法 P34～P36 より抜粋） 
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14 関係機関連絡先一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

① 国立高等専門学校機構本部 
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② その他関係機関                     （平成２８年１１月１日現在） 

区   分 機 関 の 名 称 連  絡  先 

国の機関等 長岡労働基準監督署 安全衛生課、労災課  
TEL  0258-33-8711（代表） 

FAX  0258-33-8713 

近隣大学 

長岡技術科学大学総務課 
TEL  0258-46-9203 

FAX  0258-47-9000 

新潟大学総務課 
TEL  025-262-7525 

FAX  025-262-6539 

上越教育大学総務課 
TEL  025-521-3212 

FAX  025-521-3220 

自治体 

新潟県庁 防災局危機対策課 
TEL  025-282-1638 

FAX  025-282-1640 

長岡市 危機管理防災本部 
TEL  0258-39-2262 

FAX  0258-39-2283 

 

警察署等 

 

警 察 署 長岡警察署 TEL  0258-38-0110（代表） 

消 防 署 長岡市消防本部 
TEL  0258-36-0119（代表） 

FAX  0258-36-8320 

医療機関 

長岡赤十字病院 

（新潟県災害拠点病院） 

TEL  0258-28-3600（代表） 

FAX  0258-28-9000 

長岡中央病院 
TEL  0258-35-3700（代表） 

FAX  0258-33-9596 

立川総合病院 
TEL  0258-33-3111（代表） 

FAX  0258-33-8811 

報道関係 長岡市記者会 TEL  0258-35-0008  

ライフライン 

東北電力(株)コールセンター（24 時間対応） TEL  0120-175-366 

北陸ガス長岡支社 
TEL  0258-33-3200 

FAX  0258-33-0763 

長岡市水道局管路課 
TEL  0258-35-0017 

FAX  0258-36-4434 

公共交通機関 

ＪＲ東日本 TEL  050-2016-1601 

越後交通本社営業所 
TEL  0258-27-1060 

FAX  0258-29-0832 

その他 

（学校の側面 

支援機関） 

ＣＲＴ（こころの緊急支援チーム） 

新潟県精神保健福祉センター 

 〒950-0994 新潟市中央区上所 2-2-3 

  新潟ユニゾンプラザ ハート館 

TEL  025-280-0113（相談専用電話） 
 
FAX  025-280-0112 





 
 

 

 

 

リスク管理ガイドライン 

 

 

 平成２８年 ４月 初 版 

 平成２８年１２月 第２版 

  

   独立行政法人国立高等専門学校機構 

    長岡工業高等専門学校 危機管理室 
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    ＜事務担当＞ 総務課 課長補佐（庶務担当） 
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